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1 緒　　　　　言

トリクロロエチレン（Trichloroethylene，以下 TCE）な
どの揮発性有機塩素化合物（Chlorinated Volatile Organic
Compounds，以下 CVOCs）は，溶剤や洗浄剤として金
属製品製造業，化学工業などで大量に利用されてきたが，
1990年以降には，発がん性の疑い等から土壌および地下
水に関する環境基準として指定された．現在では，土
壌・地下水汚染の主要な物質となっており，その汚染の
特徴は Fig. 1のように地盤中に浸透した CVOCs原液か
ら長期間地下水への溶解が続き，地下水流れによって広
域の地下水汚染を形成することにある．
こうした CVOCs地盤汚染に対して，還元剤として作

用する 0価の鉄粉（以下鉄粉）を地盤中に混合し，対象

とする汚染物質を無害な物質に還元分解する手法がある．
この手法は，地盤中に透水性の反応壁（Permeable Reactive
Barrier，以下 PRB）を設け，特に米国では自然地下水
の下流側敷地境界に造成することで，10年以上の長期間
に亘る拡散防止対策とし既に多くの実績がある．1)この場
合の施工方法については，透水性の高い，つまり粒径の
大きい砂と鉄粉を地上で混合し，汚染地下水の通過する
地盤の一部をそれらで置換する工法が実施されている．
鉄粉混合量の設計については，製品化されている浄化用
鉄粉のうち費用対効果の高いものをバッチ分解試験で選
定し，選定された鉄粉を用いたカラム分解試験により十
分な浄化効果が得られ，かつ 10年以上の長期にわたり
汚染地下水を処理し続けることができるように鉄粉量を
設計している．2)

一方で，日本では工場跡地の再開発に伴う浄化工事が
比較的多く，1年程度の短期間で浄化を行うニーズがあ
る．このため，地下水下流側敷地境界だけでなく，汚染
範囲全体に一定の割合で鉄粉を混合して，短期間で浄化
を図る方式も活用され始めている．3)筆者らは，こうした
場合の施工方法については，置換工法よりも単位体積あ
たりの施工コストが安価で，より広い範囲に鉄粉の混合
が可能な混合かく拌工法が有効であると考え，その開発
と適用を行ってきた．3), 4)その場合の設計法としては，10
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Fig. 1   Diagram of conceptual model CVOCs contaminated
ground.
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年以上の長期耐久性まで評価することを前提とした従来
の 2つの試験（バッチおよびカラム試験）を行う手法で
は，検討期間の長期化を招くため，より迅速な試験に基
づく設計手法の確立が必要である．さらに，地盤中で鉄
粉を混合するため，置換工法と比べると鉄粉の混合不均
質性が高いことが予測され，不均質性が浄化効果へ与え
る影響についても考慮する必要がある．
以上の背景から本研究では，混合かく拌工法による鉄
粉を用いた浄化技術を適用していくに際して，バッチ分
解試験による設計手法の確立を図り，カラム分解試験や
現場適用例との整合性を検討した．また，鉄粉の混合不
均質性が浄化効果へ与える影響を 3次元解析することで
定量的な評価手法と設計への展開を示すとともに，さら
に実汚染地盤での施工事例において鉄粉の混合不均質性
を評価する手法を示した．

2 鉄粉混合量の既往の設計技術と課題

2・1 鉄粉反応経路

鉄粉により分解無害化可能な CVOCsについては，主
要な汚染物質であるテトラクロロエチレン（Tetrachloro-
ethylene，以下 PCE）やトリクロロエチレン（以下 TCE）
などが確認されている．5)その分解反応においては，Fig. 2
に示すとおり塩素基のうち一つが水素に置換されてシス−
1,2−ジクロロエチレン（以下 cDCE）を経由する反応だ
けでなく，塩素が二つ同時に外れる β脱離反応によって
クロロアセチレンとなる反応経路がある．2)また，鉄粉に
よる PCEや TCEの分解反応では β脱離反応が卓越する
傾向にあることも報告されている．6)

2・2 水溶液中での鉄粉分解反応速度

鉄粉による分解反応は一次反応で近似でき，初期濃度
C0 [mg/L]の CVOCs水溶液に一定量の鉄粉を混合する
と，経過時間 t [d]での濃度 C [mg/L]は一定の反応速度
定数 Rb [d−1]によって式 (1)のように表現できる．また，
反応速度定数 Rb は鉄粉混合量に比例するため，水溶液
への鉄粉混合量当たりの反応速度定数 rb [m3/kg・d]と鉄
粉混合量 mb [kg/m3]によって式 (1’)のように表現するこ
ともできる．5)

(1)
(1’)

2・3 地盤中での鉄粉分解反応速度

地盤中での鉄粉とCVOCs汚染地下水の接触時間 tは，
鉄粉を混合した範囲を地下水が通過するのに要する時間
である．これは，1次元の地下水流れを仮定すると，地下
水動水勾配 i [−]，透水係数 k [m/d]，有効間隙率 ne[−]か
ら求められる地下水実流速 V [m/d]と，鉄粉を混合した
地盤の地下水流れ方向の距離 L [m]により，式 (2)により
求められる．
式 (2)と式 (1)より，鉄粉混合地盤の距離 Lにおける濃
度 Cは式 (3)のように求めることができる．さらに式 (1’)
と同様に Rc [d−1]は鉄粉混合量に比例するため，地盤への
鉄粉混合量当たりの反応速度定数 rc [m3/kg・d]と鉄粉
混合量 mc [kg/m3]によって式 (3’)のように表現すること
もできる．

(2)

(3)

(3’)

2・4 既往の鉄粉分解反応速度の設計

鉄粉混合量の設計では，反応速度定数を求めるための試
験が必要である．一般的な手法として Fig. 3に示すバッ
チ分解試験と Fig. 4に示すカラム分解試験があり，それ
ぞれの特徴を以下に述べる．

Fig. 3に示すバッチ分解試験は，CVOCs等の汚染濃
度を調節した現場地下水に鉄粉を混合し，CVOCs等の
経時濃度変化から，式 (1)での Rb を評価するものである．
評価された Rb をこの試験における水溶液への鉄粉混合
量 mb で除すことで rbを求めることができる．

Fig. 4に示すカラム分解試験は，円筒容器に鉄粉と土
を混合したカラム媒体を所定の密度で作製し，そのカラ

†混合不均質性を考慮した CVOCs汚染地盤への鉄粉混合量の設計手法とその原位置検証† 1241

Fig. 2   Reductive β−elimination and hydrogenolysis
reaction steps in degradation of TCE. Fig. 4   Schematic of column test method.

Fig. 3   Schematic of batch test method.
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ム媒体に対象化学物質の濃度を調整した地下水を通水さ
せ，入口と出口の濃度分析結果から式 (3)での Rc を直接
評価するものである．また，評価された Rc を円筒容器
単位体積あたりに混合した鉄粉量 mc で除すことで，rc

を求めることができる．
長期供用を前提とした置換工法での設計においては，

粒径，添加物や製造方法の異なる鉄粉について，バッチ
分解試験によって性能の高い鉄粉のスクリーニングを行
い，絞り込まれた鉄粉についてカラム分解試験を行って，
現場地下水質での反応速度定数を求め，鉄粉混合量 mc

や PRBの厚さ Lの設計を行ってきている．2)PRBの鉄粉
混合量 mc や厚さ Lの設計においてカラム分解試験が利
用されているのは，直接地盤中の鉄粉混合量が求められ
る利点があるだけでなく，10年以上といった長期的な浄
化能力の持続性について評価するために，水質やイオン
濃度の変化を把握する必要性がその理由となっている．

2・5 鉄粉混合量設計に関する課題

長期供用を前提とした場合には，カラム分解試験によ
り反応速度定数が評価されるが，短期間での浄化対策の
設計においては設計の迅速性も必要であり，そのために
は多くの試験を並行して実施できるバッチ分解試験によ
り設計できることが理想的である．しかしながら，直接
的に地盤中への鉄粉混合量が求められないバッチ分解試
験結果を実地盤での混合量決定に反映させるためには，
バッチ分解試験を基にした設計手法の確立が課題である．
また，置換工法では均質な鉄粉混合砂礫を地上で作成す
るため，鉄粉混合不均質性を直接的には想定していない．
一方で，混合かく拌工法により鉄粉を地盤中に直接混合
する場合には不均質性が高いものと推定され，浄化効果
に及ぼす不均質性の影響を評価するとともに，施工しな
がら均質性を管理して必要に応じて再設計・再施工する
ことも必要である．

3 バッチ分解試験による設計方法の検討

3・1 検討の概要

バッチ分解試験から地盤中への鉄粉混合量の設計を行
うため，バッチ分解試験結果からの設計式を提案し，実
際にその設計式による濃度低下直線とカラム分解試験の
結果を比較することで妥当性の検討を以下で行った．

3・2 バッチ分解試験からの設計式

鉄粉を混合した地盤中では，地下水が接触している鉄
粉量の平均は，間隙体積（通常飽和地盤なので間隙水量）
と地盤に混合した鉄粉量の比率となる．このため，鉄粉
と地下水の反応において，帯水層中の土粒子の化学的性
質による鉄粉の CVOCs分解反応速度の変化が無視でき
れば，鉄粉混合地盤中の間隙体積と鉄粉の比率により分
解反応速度が決定されるといえる．このため，バッチ分
解試験から地盤中での分解反応速度を表す式は，式 (1’)
において水溶液への鉄粉混合量 mb を，鉄粉混合地盤間
隙体積への鉄粉混合量に変換することで，式 (4)により
計算可能である．また，地盤改良工法では工法によって
改良径・幅が一定の場合がほとんどであり，一般に地盤
単位体積当たりの鉄粉混合量 mc が設計パラメータとな

り，間隙率 n [−]の鉄粉混合地盤ではmc = mbnであるこ
とおよび鉄粉の混合不均質性や施工方法によって必要と
なる鉄粉混合量の安全率 Fを導入することで，式 (5)に
より設計可能となるものと考えられる．

(4)

(5)

3・3 バッチ分解試験方法と結果

バッチ分解試験は Fig. 3に示す方法であり，ここでは
内容積 27mLのバイアル瓶に，TCE濃度 1mg/Lに調整
した蒸留水 10gと鉄粉 0.5gを 20℃で振とうさせ，気相
部を窒素置換し，時間経過ごとに TCE濃度をヘッドス
ペース−PID (Photo Ionization Detector) ガスクロマトグ
ラフ法により分析した．鉄粉の種類は，実工事で使用で
きる十分な供給量もある Tabel 1に主な性質を示す鋳鉄
粉とアトマイズ鉄粉の二種類で実施した．
バッチ分解試験における TCE濃度の経時変化および
式 (1)に基づく回帰曲線を Fig. 5に示す．試験での反応
速度定数は，鋳鉄粉およびアトマイズ鉄粉それぞれ，Rb =
1.4，0.52 (d−1)と求めることができ，蒸留水に対する鉄粉
混合量 mb = 0.05 (g/cm3) = 50 (kg/m3)から，式 (1’)にお
ける反応速度定数 rb = 0.028，0.01 (m3/kg・d) を求める
ことができる．

3・4 カラム分解試験方法と結果

バッチ分解試験からの鉄粉混合量の設計の妥当性を確
認するため実施した Fig. 4に概要を示すカラム分解試験
の条件を Table 2に示す．鉄粉と豊浦砂を混合し，円柱ガ
ラス容器 3つにそれぞれ突き固めによって鉄粉混合砂カ
ラムを作成し，それらを連結させて TCE濃度を 1mg/L
に調整した蒸留水を通水し，濃度が安定状態となった時
点で試験を開始した．鉄粉混合量については，所定の流

＊伊藤圭二郎，川端淳一，嘉門雅史＊1242

Fig. 5   TCE concentration vs. time for batch test.

Table 1   Type of granular iron used in the tests.
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速で，3つの鉄粉混合砂カラムを通過することで，1/10
程度の濃度低下が観測できるように，間隙体積への鉄粉
混合量 mb = 195 (kg/m3)とした．流速については，ポ
ンプで流量制御することでダルシー流速 14cm/d，実流
速については砂の場合有効間隙率が間隙率に近い値であ
る 7)ことから 0.36と仮定して計算すると 39cm/dである．
分析は，間隙体積が入れ替わるごとにマイクロシリンジで
100μL採水し，1.5mLのバイアル瓶でヘッドスペース−PID
ガスクロマトグラフ法により分析した．
カラム分解試験でのカラム浸透距離と TCE濃度の関
係，およびバッチ分解試験での反応速度定数から式 (4)
により計算した直線を同時に Fig. 6に示す．カラム分解
試験のプロットは，浸透距離 20～ 30cmのカラムにおい
て計算値よりも大きく濃度が低下する傾向はあるが，計
算値は初期の濃度低下はよく一致している結果となって
いる．20～ 30cmで大きな濃度低下する傾向についても
安全側の評価となることから，設計上は問題ない結果と
考えられる．
以上より，豊浦砂では式 (4)および(5)の前提条件であ
る砂が鉄粉の CVOCs分解反応速度の変化に与える影響
が小さいため，バッチ分解試験から計算した値とよく一
致したものと考えられる．この結果から，少なくとも豊
浦砂では式 (5)による設計は妥当であり，豊浦砂と同様
に鉄粉の反応性に影響のない砂であれば，式 (5)により
設計することも十分に精度があるといえる．

4 鉄粉混合不均質性の浄化効果への影響解析検討

4・1 検討方法

鉄粉混合の不均質性に関する解析は，3次元移流分散
減衰解析により，鉄粉混合地盤に汚染地下水が水平方向
に流入した場合の浄化効果を求めることによって行い，
要素ごとに反応速度定数をランダムに与えることで，不
均質性を表現した．移流分散減衰解析の基礎式は式 (6)
および式 (7)であり，実流速に基づく移流項（式 (6)右辺
第 2項），実流速のばらつきと分子拡散に基づく分散項
（右辺第 1項），鉄粉のような物質の分解が生じる場合の
減衰項（右辺第 3項）を考慮したものである．なお，こ
こで使用した解析コードはDtransu-3D・EL8)である．

(6)

: 遅延係数， : 含水率， : 流体密度，

: 濃度， : 分散テンソン

: 実流速， : 減衰定数

(7)

: 縦分散長， : 横分散長

: 実流速の絶対値，

: クロネッカーのデルタ

: 分子拡散係数， : 屈曲率

4・2 解析条件

解析条件を Table 3に示す．解析サイズは鉄粉混合地
盤の一部を取り出し，100cm × 50cm × 50cmとした．こ
こで，式 (5)における地下水流れ方向 Lにあたる X方向
の距離については，想定している混合かく拌工法の改良
径に依存するが，施工方法によって 1m弱～最大 5m程
度まで想定され，ここでは解析例として 1mを仮定した．
解析での地下水流れ方向 Lは，後述する解析結果のとお
り小さく設定するほど鉄粉混合量の安全率としては大き
くなるため，L = 1 (m)という条件は，L = 1 (m) 以上の場
合に対して安全側で評価していることとなる．解析メッ
シュサイズは，実際に鉄粉混合地盤を作成した後に評価

−[ ]τm dm[ ]α 2

ij −[ ]δ

V m d[ ]
mT [ ]αmL [ ]α

d[ ]−λ 1V m di [ ]
D m dij [ ]2C mg L[ ]

t m[ ]ρ 3−[ ]θR −[ ]
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Table 2   Column test condition.

Fig. 6   TCE concentration vs. distance for column test
with calculated line based on batch test result.

Table 3   Analytical condition.
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する試験サイズと合わせる必要があり，現実的に Φ5cm
程度以下の安価なボーリングにより土壌が採取されて評
価試験が行われることが合理的である．このため，最大
のサイズとして 5cm立方 (Case1)，それより小さい評価
サイズとして，より少ないサンプル量で試験できる 2cm
立方 (Case2) でも実施した．Case1の 5cm立方は，砂
質土の湿潤密度を 1.8g/cm3と仮定すると鉄粉混合土壌
サンプル 200g程度，Case2の 2cm立方ではサンプル
10g程度で評価されることを想定している．解析での反
応速度定数に同じ変動係数を与える場合には，解析メッ
シュサイズを大きくするほど浄化効果への影響は大きく
なるため，実際の土壌サンプルの評価サイズよりも大き
いメッシュサイズでの解析結果を参照にすることで，安
全側に評価することができる．
地下水実流速は，透水係数 1 × 10−2cm/sで動水勾配

1/300程度の地盤を想定し，鉄粉を地盤中に 100kg/m3

程度混合しても透水性は変化しないとの室内試験および
施工例 4)より，鉄粉混合地盤内でも同等と仮定した．地
下水汚染濃度は，上流側より濃度 1mg/Lの汚染地下水
が流入し続けることを想定した．移流の卓越する本解析
の場合に影響のある分散長については，大きく設定する
ほど対象汚染物質の濃度が分散して不均質に混合された
鉄粉と接触し易くなるため浄化に有利に影響するが，安
全側で評価するため既往の文献 9)を参考に小さい値で設
定した．
鉄粉の混合不均質性に基づく反応速度のランダムな分

布については，鉄粉の混合不均質性が正規分布であると
仮定し，反応速度定数の平均値と分散を平均値で除した
変動係数を所定の値に設定することにより与えた．変動
係数，すなわち鉄粉混合不均質性の度合いによる浄化効
果の検討は，変動係数を変化させて解析した各ケースに
おける鉄粉混合地盤下流側の地下水濃度の違いにより評
価した．一例として，Case2で変動係数 50%と仮定した
場合の Y-Z断面での反応速度定数分布を Fig. 7に示す．
乱数を発生させて解析要素ごとに平均値および所定の変
動係数となるような反応速度定数を設定した．変動係数
は，25，50，75，100，200%の 5ケース実施することで，
不均質性の浄化効果への影響について評価した．

4・3 解析結果

解析結果の一例としてCase2での変動係数 50%のケー
スでの濃度分布を Fig. 8に示す．地下水濃度が，極端に
浄化されずに下流側まで流れる傾向はみられない結果で
あり，反応速度の不均質性があっても地下水が動くこと
で，濃度が均質化される傾向にある．
こうした傾向をより定量的に評価するため，地下水流
れ（X軸）方向での最大・最小の節点濃度範囲を縦線で，
平均節点濃度をプロットで示したものを Fig. 9に示す．
X = 30 (cm)程度以降で最大・最小濃度の幅は，ばらつき
はあるがほぼ一定の幅で濃度が低下する傾向である．縦
線で示した濃度範囲は，完全に均質に混ざった場合を想
定した濃度低下直線よりは高い濃度となるが，その 83%
の勾配の濃度低下直線よりは全ての節点で低い濃度とな
ることが分かる．このため，鉄粉混合量を 83%の逆数で
ある 1.2倍で設計すれば，目標とする濃度低下直線以下に
収まるといえる．また，前述のとおり最大・最小濃度の
幅はほぼ一定となることから，厚みによって不均質性に依
存する鉄粉混合量の安全率は低下する傾向にあることも
いえる．

Fig. 8および Fig. 9は Case2で変動係数 50%での結果
を整理した内容を示したが，Case1および Case2の全て
の解析結果について同様の整理を行ったものを Fig. 10に
まとめる．Case1，Case2のどちらのメッシュサイズで評
価した場合も同様に，X = 1 (m)地点での最大節点濃度は
変動係数と共に増加する傾向であり，変動係数 50%以下
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Fig. 7   Distribution of reaction rate on Y-Z plane view
in Case2.

Fig. 8   Distribution of concentration for variation
coefficient 50% of Case2.

Fig. 9   Relation between groundwater concentration
with X direction distance in Case2.
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では両者は近い値となっているが，それ以上は Case1が
大きくなっている．また，Case1でも 100%までは変動係
数に対して線形的に増加するが，200%では若干勾配が小
さくなる傾向にある．右軸に示した不均質性を考慮した
鉄粉混合量の安全率についても同様に，Case2では変動
係数 200%でも 1.3であるのに対して，Case1では変動係
数 75%から 1.6となり，Case2とはく離しており，200%
では安全率 2まで増加する結果となっている．
以上のように，鉄粉の混合不均質性に起因する反応速

度のばらつきの浄化効果への影響は，解析要素ごとに反
応速度をランダムに与えた 3次元移流分散減衰解析によ
り，定量的に評価可能であり，鉄粉混合量の安全率を考
慮することで設計へ反映していくことも可能であるとい
える．また，こうした不均質性の影響を定量的に評価す
ることで，浄化不具合が生じた場合についても，不均質
性の影響は明確となるため，要因を絞り込むことにもつ
ながると考えられる．

5 現場実験による検証

5・1 現場実験の目的と地盤状況

現場実験は，バッチ分解試験による設計による浄化効
果の検討と鉄粉の混合不均質性の評価方法を検討するた
め実施した．
実施した敷地は，PCEに汚染された工場跡地であり，
汚染源と推定される範囲から地下水流れによって 100m程
度下流側の地下水汚染範囲で実施した．この範囲では，土
壌溶出試験で環境基準値を超過する地点はなく，地下水
のみが 0.1mg/L程度検出されている．当地盤の土層構成
および地下水位は Fig. 11に示すとおり，概ね G.L.−7～
−10mの帯水層（砂層）があり，G.L.−7mまでは一部に
シルト層の介在する砂層，GL−10mからは連続的な粘土
層が存在する．揚水試験結果から帯水層の透水係数が
5.0 × 10−2cm/sであることが分かっている．

5・2 現場実験での施工方法と施工配置

現場実験での施工方法を Fig. 11に示す．地盤改良で
実施されてきた噴射かく拌工法であり，噴射管を地盤中

に挿入し，鉄粉の濃度を 200kg/m3に調節した鉄粉水を
30 MPaの圧力で施工深度下端より噴射し，回転させな
がら噴射管を所定深度まで引き上げることで鉄粉混合地
盤を造成する．地盤単位体積あたり改良径は，過去の地
盤改良での実績から当地盤のN値 (= 50)であれば，改良
径が 3.0m程度確保できることを想定して実施した．
現場での施工配置を Fig. 12に示す．現場実験は地盤
汚染のある工場建物内部で実施したため，施工制約から
必ずしも合理的な配置ではないものの，以下のとおり評
価を行った．また，井戸 Pで揚水することで，一定地下
水流向・流速で実験を行えたものと考えている．

• No. 3の鉄粉混合体では，上流側に流入濃度を確
認する井戸M1があり，下流側にM3があるため，
鉄粉混合体による浄化効果を評価した．

• No. 1～ 4全てで，施工後の鉄粉混合体内のボー
リング (B1～ B6) により鉄粉混合土壌サンプルを
採取し，PCEを添加することで，反応速度定数の
変動係数の評価を行った．

• No. 1と No. 2については，施工技術上の課題か
ら，ラップさせた場合の混合性能を評価するため
に実施した．

†混合不均質性を考慮した CVOCs汚染地盤への鉄粉混合量の設計手法とその原位置検証† 1245

Fig. 10   Relation between variation coefficient and
maximum concentration at X = 1 (m) and safety
factor to be considered.

Fig. 11   Construction method to make iron mixture
ground and soil layer and ground water table.

Fig. 12   Plane arrangement of experiment on contaminated site.
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5・3 鉄粉混合量の設計

5・3・1 設計条件 鉄粉混合量の設計は，バッチ分
解試験結果から求める式 (5)により行った．設計条件を
以下に示す．

• 鉄粉を混合した地盤の透水性は，本工法での過去
の実績から原地盤と同等であり，4)1次元流れに単純
化できる．

• 初期地下水濃度 C0：周辺での地下水濃度分析結果
から，地下水中の PCE濃度は 0.1mg/Lとした．

• 浄化効果を評価する鉄粉混合体 No.3内での地下水
実流速は，周辺井戸での水位測定から動水勾配 i =
1/700，透水係数 5.0 × 10−2cm/s，有効間隙率は既
往の研究 7)から砂であれば 0.3と仮定し，20cm/d
とした．

• 混合径は通常の砂地盤であれば経験的に 3.0mであ
るため，Fig. 13のように 2.1m四方の鉄粉混合体
が確保でき，少なくとも長さ L = 2.1 (m) が確保で
きるとした．

5・3・2 バッチ分解試験結果 設計のため実施した
バッチ分解試験結果を Fig. 14に示す．現場実験では
Table 1に示した鋳鉄粉とアトマイズ鉄粉を 3：1に混合
した鉄粉を使用し，鉄粉 0.6gと PCE濃度 1mg/Lに調整
した現場地下水 10gを混合してバッチ分解試験を行った．
PCE濃度はほぼ指数関数に近似され，反応速度定数 Rb

は 0.27d−1，rbは 4.5 × 10−3m3/kg・dである．PCE濃度
の 2割程度の TCEおよび cDCEが生成するが，それら
も分解される傾向にあり，PCE濃度を超えることはない．
このため，初期値として最も高く，かつ環境基準値が
0.01mg/Lと最も低い PCEを低下させるために鉄粉混合
量を設計する必要がある．

5・3・3 鉄粉混合量の安全率と設計 鉄粉混合量の
安全率については，鉄粉混合量の不均質性については
2cm立方で評価して変動係数 100%以下に収まると仮定
して 1.3とした．次に，噴射かく拌工法では注入した材
料の一部が地上へ排出されることに基づく鉄粉混合量の
安全率は，鉄粉水の総注入量が，改良体の直径 3.0mで
あることを想定すると，地盤に対して約 25%程度であり，
全体積は原地盤の 1.25倍となり，全て均一に混合された
と仮定して注入した鉄粉のうち 20%は排出される．ただ
し，これについては，均一になることが不確定な要素が
強く，ここでは噴射した鉄粉のうち 50%が排出されるこ
とまで許容できるように鉄粉混合量の安全率としては 2，
さらに配管等に残留する鉄粉等の施工ロスによる安全率
1.05を設定し，トータルで鉄粉混合量の安全率を 2.73≒
2.8とした．以上より，式 (5)における設計鉄粉混合量は，
間隙率 nを 0.4と仮定し，地盤 1m3あたり 55kgの鉄粉
を噴射することとした．

5・4 施工結果

5・4・1 鉄粉混合の均質性評価 鉄粉混合均質性に
ついては，B1～ 6でのボーリングサンプルに PCEを添
加して反応速度を確認することで評価した．B1～ 6で
のボーリングサンプルのうち，施工範囲であるGL-8mと
GL-9m の鉄粉混合地盤サンプル 10g に，PCE 濃度を
1mg/Lに調整した蒸留水 10mLを混合したバッチ分解試
験を行い，分解能力を確認した．その結果を Fig. 15に
示す．中心から 1.7m離れたB4を除く，混合半径として
想定した中心から 1.5mまでの範囲では顕著な濃度低下が
あり，ラップさせたNo. 1とNo. 2内のB1およびB2に
ついても単独の混合体とほとんど変化のない結果となって
いる．試験結果の指数関数回帰曲線における反応速度定
数 Rb は 0.18～ 0.64d−1の範囲であり，変動係数にすると
30%程度に収まっている．この試験は，ボーリングサン
プル 10gに対して実施していることから，サンプルの湿
潤密度を一般的な砂である 1.6～ 2.0g/cm3程度とする
と，2cm立方未満での鉄粉混合量の不均質性を評価して
いることとなる．2cm立方の評価サイズで 30%の変動係
数の場合，第 4章の Fig. 10に示した解析結果からは安
全率 1.2で鉄粉混合量を決定すればよかったことになり，
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Fig. 14   PCE, TCE, and cDCE concentration vs. time
for batch test.

Fig. 13   Designe condition for remediation on the site.

Fig. 15   Batch test result to evaluate iron mixture rate
heterogeneity in applied depth.
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実際にこの現場では設計時に安全率 1.3を考慮していた
ことから，鉄粉の混合不均質性の影響は浄化効果にない
ものと判断できる．

5・4・2 浄化効果 No. 3での浄化効果を評価する
ため実施した混合体 3m程度上流側M1，混合体内M2，
混合体 50cm下流側M3のそれぞれの観測井戸での地下
水濃度分析結果を Fig. 16に示す．上流側であるM1で
は 0.1mg/L程度の汚染が検出されているにも関わらず，
混合体内と混合体下流側は施工後には鉄粉混合地盤の地
下水が流れることによって環境基準値以下に低下し，そ
の後も持続的に基準値以下の結果となっている．また，
環境基準値より大幅に低下していることについては，鉄
粉混合量の安全率について安全側で設定していることが
主に影響しているものと考えられる．この結果から，鉄
粉混合量が多い可能性はあるが，少なくとも環境基準値
以下まで浄化するという目的に対して，バッチ分解試験
に基づいた鉄粉混合量の設計も十分な精度があることが
示された．

6 結　　　　　論

短期間での浄化を目標とする場合に有効な地盤改良工
法を用いた CVOCs汚染地盤への鉄粉の混合について，
室内試験，数値解析，現場試験を行って設計に関する課
題に取り組んだ．以下に本研究により得られた結果をま
とめる．
迅速な設計手法としてバッチ分解試験に基づいた設計
式は，カラム分解試験および現場実験との比較により，
十分に鉄粉混合量を設計する試験手法としての精度があ
ることを確認した．
鉄粉混合不均質性による地下水浄化効果への影響につ

いては，3次元移流分散減衰解析を利用した評価手法を
提案した．提案した解析評価手法により，不均質性の程
度に応じた浄化効果への影響を定量的に評価できること

を示すとともに，鉄粉混合量の安全率を考慮すれば，設
計通りの浄化効果が得られることを示した．
現場実験においては，バッチ分解試験によって設計し

た鉄粉量を地盤中に混合し，想定範囲内の均質性で施工
できれば，目標とする浄化効果が得られることを示すと
ともに，鉄粉の混合不均質性を評価する手法も示した．
本論文の作成にあたり，京都大学大学院地球環境学堂
勝見准教授に，さまざまなご助言とご助力をいただいた．
ここに深く感謝の意を表す．
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Fig. 16   PCE concentration analysis result in monitoring
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